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厚生労働科学研究費補助金の成果表（平成21年度）   



特  

年度  
原著論文  

く件）  

研究課頒名  研究事案   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開終  和  
始了  文   

得   

本研究では、保育の貫に舶する欧米清  今日．保育環境や保育課程の検討，保  
園ならびに東アジアにおける国際的政  青の賞の向上と保育者の資質向上のた  
策や学術研究動向を調査し検討した。  めの研修のあり方が課題となっている。  
また、保育の質と評価に関する意雄が   

保育環壌の貫尺度の  政策科学絶   日本保育学会にて保育の賢と評価に関   

に関する調査研究   開発と保育研修利用   19  21    秋田 さ代美  
研究〉  れているSICSに基礎をおきつつ日本独  検討することが可能であった。保育の質  験から振り返る保育プロセス一明日の  向上を図る際に有効であろう。また、欧  四大会2り。  

白の尺度を晩発した点、保育者の専門  米語国で開発された尺度の導入にとど  
的発達と促進に関する理論的知見と実  まらず、台湾を中心に共同研究を進める  
践的知見を提供している点で意義があ  ことで、アジア諸国への乳幼児の保育・  
るだろう。   教育分野での支援に活かせるだろう。   

産後早期退院と助産師による早期新生  
児訪問に関する調査に関して、領外国  産後ケアの研究は、包の妊産婦ケアセ  
の早期退院に関する調査、産後早期退  

次世代育成支緩政策  政策科・早総  子青て支援のひとつとして「産後育児支  
における産後育児支  合研究（政  援体制」のプログラムを評価し．地域に  
捷体制の評価に関す  

る研究   研究）   
リ方の考察をした。  ポートシステムを整え、それに伴う人材  事業ガイドライン／2り作成への委員（厚  の基盤資料となることが推測される。す  み、育てる’‘日本初、産後ケアセンター  

育成プログラムの作成が必妻であること  
が判明した。今後日本でも．早急に早期  施設の開設率備が始まっているところで  
退院が推進出来る仕組みを作る施策を  ある。   
扶桑した。   

当研究成果1ま、以下の点で、政策の 効果評価方法の発展と評価の推進に  
の ることができ 当研究成果は、地域特性と現場マネジ  

メントを鑑みた政策立案の推進に貢献  
自治体・保険者の保  貢献す期待る。例えば、健 診結果と医療関係雇用や医療・介護保  すると考えられる。ちなみに、当研究成  

健医療・介護福祉施  政策科学総  陰干◆－ケ統合にてフォローアップし、健康  当研究成果は、医療・介護・健診の枕  
策tこおける継親的検  

証と計画のための統 合的データ基盤構築  
研究）   

適正化計画など医療の資源配分と質・  
とその活用に関する  健 効率性の管理・計画への活用．地域別  
研究   た、医療 特性を踏まえた病床数以外の適正な巨  

把握や、終末期医療の費用構造・診療 動向の実態把握と関係諸施策との関連  標檀設定やその昔理に活用されること  
の把握が可能となる。   どへの通用が可能と考えられる。  が期待される。   策の推進などへの貢献が考えられる。   

平均在院日数が何によって短編化され  
てきたかはこれまで明らかでなかった  
が、増便分化による在院日数の短鑓、  
介護保険導入の効果、などについてそ  

医療・介護制度にお  政策科学偲 合研究（故  の効果を定量的に明らかにしている。ま  
た、平均在院日数の短絶化は医療真の  

ける適切な捷供体制 の構築と貴用適正化  特記事項なし。   特記事壊なし。   3  0    0  6  3  0  ○  0   

に関する実証的研究   研究）   明らかにしている。また、人的資源確保  
に関して、働き方や介護事業の種類を   
区別すると介護職者の離職率が必ずし  
も高くないことが示唆された。これらは医  
療纏済学分野における極めて新規性の  
高い分析縮果である。   
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特  
原著論文  

年度  （件）  

研究課姓名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  
名  

開結  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  包 内  国 際   願 取  

得   

各檀の生活習慣ガ医療貧に及ぼす彰  
響などについて、これまでに英文論文を  

6編発表し、さらに3編を現在投稿中で ある。論文は、Pr8V8ntn〃〉rn8dicinoや H 
政策科学腰  08仙PdjGyなどの一漁訊こ掲艶され、 国内外で大きな注目を▲めている∴本   

す影凱こ関する研究  
生活習慣■健診結果 謹  19  21   合研究（政  辻 一郎  を14年以上にわたっで追跡しており、こ のテーマに関する世界最大規模のコ  

ホート研究として高く評価されており、今 後さらなる学術的発展性が期待されて  
を検討することが可能となった。  

いる。   

○従来の庫書続計について1CFの見地 のの ○障害者制度改革に関する検討の中  
から改善必要性（活動・参加の範 歯拡大、活動のー実行状況」と「能力」．  で、陣書の定義、障害者に関する統計  

r昔書的自立」と「限定的自立Jの区別、  
のあり方等を検討する際の基捜資料と  
なる。○国連障青春権利条約の規定の  

等）が明らかになった。OJCFに基づく障  我が国における実現状況についての現  
政策科学総   書児・着生活機能実態調査（4．306名）   

「生活機能」のコード  19  21    上田 敏  

活用の普及のために効果的である。○ WHOも1CF使用の新規としているICF  
の他臨床欄面でのコード化のための課 憶を明らかにしたことは、ICFの臨床的  
活用法の研條や 

「共通言請」としての活用、統計上の活  

、マニュアル作成に生  
用について蕉5【司厚生労働省社会保障  

かすべき内容が明らかとなった。   審護会統計分科会生活機能分類書門  
となった。  至■会（20年12月17日）にて発表した。   

医療ネグレクトがわが国においても少な くない現状を明らかにできたことで、医 療ネグレクトヘの対応体制を構築するこ  
との必要性を裏付ける根拠を示すこと ができた 

医療ネグレクトにおけ   政策科学総   
る医療・福祉t司法が  合研究（政  。医療ネグレクトの法的論点を 整理するとともにヘルスケア・ネグレク   

20  21    吉本 信也  
方に関する研究  研究）  8  0  28  0  3  0  0  0  0         トとい‾概念を捷唱した‾とは医療ネグ  思われる。家庭訪問時に要支援家庭を  わが国で初めてのものであり、医療ネグ  成された この手引きにより 医療ネグ  日）。また、朝日新聞かbも取材を受け   

と思われる。   供できたと思われる。   いる。どちらの手引きも現場で大いに役 立つのとえられ 示し得たと思われる。母親のうつ尺度得 点が書児経過申に大きく変化することを 示したことは、青児中の母親のうつ状態 を検討する上で参考となる知見を示した  
も考る。   

政策への反映案総括：園児1人当たり  
の保育室面積など保育所・幼稚眉・認  

保育・生活場面の展  
定こども園による違いが無かったことか  

、クb   政策科学総   ら、それぞれの設置基準tこついて統合   

保育施設環境の所要  研究）  20  21    佐藤 将之  
規操に関する研究  力 

は、多様なスケールの空間を提供すべ  た、   

きである．   
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特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究課鵜名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門明・学術的観点からの成果   名  
臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

納経  和  
始了  文   

待   

高齢者住宅には機能が異なる二つのモ  
デルがあることを明らかにした。利用者  
負担は、都市部を中心にフローベースで  
みると厚生年金モデル層にしか対応で  

市場性を備えた良質  きていないことを明らかにした。2025年  

な高齢者住宅の供給  政策科学総 合研究（叔  

既存建物を高齢者住宅に転用する揚合  
における高齢者住宅の整備科を検討す  

とケアサービスの附 帯のさせ方に関する  の法的留意点を整理した．既存ストック活 用を図る際の手引きを整理する際の基  3  0  0  0  6  0  0  0  0   

研究）   用の対象となる可能性が高い高齢者  礎貧窮となると考える．   の試算をするための手順として活用可  
研究   （独居、夫婦のみ世帯で要介護1以上、  能である．   

施設利用を減算）敷を試算し、市町村阜  
位で高齢者住宅需要が異なること、財  
政支援すべき高齢者住宅の割合が異な  
ることを明らかにした。   

本研究の成果は、各産業部門に対する  

本研究ケノレープで開発した分析モデル  本研究では、産業連朋データに関する  

（「内部乗数＝外敵象赦の産業連関モ  

政策科学総  デル」）を用いて、産業部門閥の生産波  
様々な筒性点を明らかにした。例えば、 医療用機械等具の計上範囲が限定的  

医療と介護・福祉の  であることや、医療く国公立）部門の波  

及効果が過大に推計されること等であ  産業連関に関する分 析研究  21  21   合研究（政 策科芋推進 研究）  宮澤健一     及の綾路をより詳椰に捉えた。また、産 業連関データの再集計により、医療・介 護 ・福祉関連部門の生産波及と兼用誘  る。今後、これらの間嶺点について関係  

発の効果を経営主体別にまで細分化し  省庁に改善を求め、より利便性の高い  

て明らからにした。   
ら社会保障へ支出の比重を移すことは、  

産業連関データを開発していく．  

地域の手書て支援と  
しての一時保育事業  政策科学総 合研究（政  単著「地域の住民による一時保育と親  吉田正幸『遮育』pp．25、2010に成果が  

の学習機能に関する  の学習－ファミリー・サポートセンター  掲載された。平成21年厚生労働科学研  
研究－ファミリー・サ  なし   なし  究政策科学推進研究事案公開シンポジ  

ポートセンター事業  研究〉   教書学会』策45号、日本社会教育学会  ウムパネリスト、KDDtホール、2010年2  

に着目して－   
発行21年（査軌付き）   月24日。   

本研究班は、統計法が60年ぶりに改正  
される中で組織された。新統計法下でも 人口の的用で死  

日本医学会社会部会の平成22年4月28  
日開催のrJap訓一CDCく仮称）創設に閤  

動態統計目外利申輔 亡データは利用可能であり、従来よりも 申請から許可までの時間の短籍が周ら  する委員会」で参考人（アド／〈イザー）と  

るための基盤整備を食現に置いて研究 がすすめられた して、本研究班の概要について説明し  

れていた。しかし、疫学研究・臨床研究  た。本研究班で検討した死亡者データ  
死亡統計データべ－  政策科学総 合研究（統  の更なる推進を通じて、国民の保腱・医  ベースくNDl）導入の意義、必要性につい  

スの作成とその研究  特にありません。  て説明した。平成22年2月9日の平成21   
利用のあり方に附す  療・福祉政策に寄与するためには、米国 等で導入されている死亡者データベー  年度厚生労働科学研究統計情搾総合  
る研究   研究）   スの意義、王事性は極めて高い。その  研究講演会「厚生労働統計の活用につ  

点を、現制償の中で、文献、コホート研  いて」で研究成果の概要を報告した。平  
究の実態、目的外利用中細こよる美  成22年1月9日の国際疫学会西太平洋  
態、さらに、米国等における調至など、  地域学前会：動こおける日鎧セミナーで、  

多面的に明らかにしたことの意もは撞  本研究測王顧問の児玉和紀先生が研究  

めて高い。   
成果の概要を報告した。   
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持  

年度  
原著論文  

（件）  

研究諌地名  研究事業   研究者代表者氏  名  書門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的鰯点からの成果   その他のインパクト  出  

開†錦  
名  

和 文  英 文  
姶了  等   

得   

1．統計調査データの二次利用促進に  
関する桟討についてこ歯科領域J＝おける  英国における厚生労働関連統計の現状  
厚生統計調査データとNHANES統計調  に関する研究では、国営医療サービス  

査データの利用状況を現生した。2，統  制度（N帽）を持つ英国における厚生労  
計調査データの現状に関する研究につ  

厚生労働統計調査の   政策科学総  20  21   合研究（統 計情報総合  大山 篤       いて：8つの厚生労働統計調査の現状 を杷堰し、統計調査の精度に関する課 矧こついて考察した。さらに歯科関連の   
利用に関する研究  研究）  、を行った また 4厚生労働統計調  案された  についての 細をEGOHID  る  調 の 無およぴl細を、Of6c8  者として研 成果を発表した。また、本        J一生労働統針調査に蘭する丁一夕リン  

ケージの観きをまとめ、目的外利用申  
請方法について検討した。3．国民や医  また、厚生労働統計調査の捷供申出に  
療従事者に対する厚生労働観計測査枯  関する検討では、官庁統計の個票デー  
果の什報提供方法について横討を行っ  タの目的外申汁書類の作成および手脹  

た。   
も活用可能である。   等に閲する鎧験をまとめた。   

保健医療政策として国際医療協力を椎  
逢するためには不可欠である、国際医  
療協力に携わる人材の養成のあり方を  
体系的に整理すると共に、国際会軌こ  

地球規模保  おける効果的インターベンションのあリ  
国際会議における効  健課塘推進  方について詳祁な検討を実施し、それら  

の人材を効果的に活用するための膿言  
国立保健医療科学院における人材育成  

果的インターーペンシヨ ンのあり方に関する  該当なし。  研修において、研究帆で得られたコンビ ン 
テシーモデルを参考にした研修が捷  0  2  0  0  ‖  8  0  0  0   

研究   類推進研  なった。会報を主導する場合において  
は、会津目的を理解し、リーダーシップ  

供されるようになった。   

究）   を発旛すると共に、参加者の意見を聞く  
許容力、行動計画立案．行動計圃への  
適応、状況分析、厳時機簗、情報発信、  
そして社会システムへの反映が順に王  
章である。   

研究分担者（藤井）は、岡崎市長からの  
依頼を受け、牛の生食を捷伏している飲  

性大腸菌の平行進化のメカニズムを明  研究分担者（林）は、腸管出血性大腸菌 0157のゲノム多様性の原理、腸管出血   
地球規模保   
健洗場推進  らかにしたbこれらは、病原菌の進化・   

るための多角的研究  医学協力研  
グローバル化する椰  21  21    酉調1光昭  

るという観点から棲めて王要な国腋的  た0157感染症の急性脳症の診断には  

究）  とが証明できた。結集は厚労雀の担当  
た さらに この岡l喝市保健所の取り粗   

外で広く利用されることが期待される。   離法の開発、さらに感染予防や治療に 関する研究開発の情報基盤として国内  
重労働省への要望事項にも盛り込まわ るよれた 

う要請さ。  た。   

結核菌特異的抗原ぺブタイドー25による Tレセ アジア諸国の医療従事者にとって有用  
細胞プターを介した刺激こより活 性化される新規転写因子としてTAF7を  リウマチ等の自己免疫疾患に対し抗 TNF治療剤を用い治療し、結橡の発症を 誘発したとしても統轄検温が有効に作用   な臨床的検査技法の開発・改良がなさ  

地球規模保   
抗酸菌感染症への国   非緒超性杭政吉症の診断・治療・重症    れ、技術移転のための共同研究樹立に  マスコ＝等で取り上げられたことはなかつ   
21  21    牧野正彦                  l  23  0  0  81  28  0  0  0     健課魅推進   同定した。TAF71おFN－g且－nⅣ伯遺伝子座       ロ する‾とを見出した北恵株結核菌k団   向けた体制確保の足厨めがなされた。  た 日米合同会l萎を公開し120名以上  際的学術千載を目指    研究（国際   のクロマチンリモチノングを誘導可能で  構造を匪生年コフォート解析すると 若  附こ関するカイドラインの作成を試みた  日米合同会津で研究成果が発表され、  の日本内外の抗酸菌研究者が一堂に  した基盤研究    医学協力研 究）   あった。8CG苗の染色体へ十分王の抗 原発現を扶導するための外来遺伝子の  今後の日本の杭政商研究をリ 

挿入を可搬とする強力なプロモーターを  
ター形成率を示した。   

力研究推進のための基盤が確立され  
抗政商ファージより同定した。   た。   
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年度  
原書論文  

（件）  

研究課贈名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開一審  和  
姶了  文   

待   

アルポウイルス研究においては、本州  
においてもダニ媒介性脳炎ウイルス陽  
性ダニが検出され、日本における北潟  

本研究においてはアルポウイルス感染  

遺以外の地域への侵入が示唆された。  症、ウイルス性下痢症、ウイルス性出血  

ウイルス性出血熱研究においては、3事1  
熱、狂犬病を中心に、特にアジアにおい  

地球規模保  混合抗原EUSAにより、多種類のげっ歯  て同地となるウイルス感染症につき、  
ウイルス感染症の診  健課旭推進  断、疫学および予防  （1〉診断法の確立と普及、疫学調査によ  

が可能となった。ウイルス性下痢症の研  り国内外における流行状況を解明する、  8  52  0  0  81  19  0  0  0   

に関する研究   医学協力研  究においては、ロタウイルスワクチンが  （2）各種病原体の解析をもとに病態形  

究）   血清型の壁を越えて有効に働いている  成機序を解明する、（3）ワクチン等予防  

ことが確認された。狂犬病研究において  治療法確立のための基盤を確立する．  

は狂犬病ウイルス西ヶ原株P蛋白はNト  
ことによりわが国の感染症対策に寄与し  

CE株P蛋白よりも効率的にSTATlの核  
た。   

内移行を阻止することを示した。   

コムギ胚芽無細膀タンパク賢合成系を  
用いたハイスノレープット抗原抗体反応ス  
クリーニンゲにより、新規マラリアワクチ  

地球規模保  ン候補抗原のスグノーニングがゲノムワ  
寄生虫疾患の病態解  健誅頚椎進  イドに可能となると考えられた。尿を検  

明及びその予肪・泊 療をめぎした研究  21  21    研究（国際 医学協力研  
該当なし   該当なし   該当なし   83  6  2  112  65  2  0  0   

究）   る。海外の流行地（脳裏虫症）ならびに  
）  

例患者溌見に大きく寄与する免疫・遺伝  
手緩査、診断法を活用できる。   

ベトナムにおける疫学調査の結果によ  H21年11月に米国ルイジ7ナ州バトン  
ベトナムにおける肥満関連疾農の疫学  ノレージュにおいて日米合同部会主催に  
調査、インクレテン分泌の検討、アディ  肥満関連疾患に対する対策は我が国を    よるシンポジウムを開催し、日本からは   
ボネクテンの意義、脂質と脳卒中との関  物性食品・ファーストフード・アルコール  はじめ世界中の多〈の国における健康  5人、米国からは10人、ベトナムから2人  

地球規模良  メタポリツクシンドロームの診断墓軋こ  
肥満関連疾患のフジ   究．高齢者における腹部脂肪と糖代謝  動重体下が栄養学的鯛主により明らか  ついては、学会・機構や各地域により診  る。日米越ベトナムにおける疫学的研究  の研究員からは主に肥満関連疾患の疫   

21  21   健課蛛推進 研究（国際 医事協力研  

対矧こ関する研究  究）   胞移胤こよる糖尿病など代謝疾患新餞  を、9．8％に顕性蛋白尿を、21，79小二末  になることで，診断基準設定に貢献する  果は東南アジアの医療問頒の解決に日  は主にベトナムにおける肥満関連疾患  
治療法の開発、などの研究を行い、国  梢神繰障書を、17．4％に網膜症を認め、  ことが期待される。   米が協力することを旨とする厚生労働行  の現状が報告され、活発に討論されれ  
際雑誌に発表し、肥満醐違疾患研壊の  欄尿病診断時点で糖尿病合併症の頻  政の国際医学協力研究書業の目的に  た。同時に開催された本パネルのビジネ  
発展に寄与し、国際的にも大きな反響を  合致するものと言える。   スミーティングでは今後の問題点などが  
待ている。   ナムの国家的医療政策の構築に貢献で  検討され、今後も日米超における研究を  

きた。  推進することが確認された。   

新規の尭がん物質として、内因性では  日中捻の環境での協力優先10分野に  
胆汁酸由来のDNA付加体を生体内から  遺伝子傷害性の解析から自生植物由来  
検出し、アジアで急増する犠最病の生  日米やアジア請国で増加する糖尿病や   のアリストロキ7酸仏人〉をバルカン腎症   関する行動計画には．大気汚染対や キ砂対策などが含まれている。大気粉   

「がんについて」（21年7月4日開催）にお いて「がんを知り 

、がんに挑む一研究 の壌から－」の演題で 
地瑠規模保   、及び第3次対が ん総合戦時研究事業市民公開講演会  

環境中の疾病要因の   健課懸推進  「がん撲滅に向けた新たな挑戦？これか  

21  21    中菜∵斉  
の解明に関する研究  医学協力研  

究）  らのがん研究の若き担い手へのメツ セージ？」（2010年2月27日開催）で 「PARPの発見からがん治療薬までの 

鰻 緯と今後の展開」の演簸で 
、環境中の発 がん要因によるがん発生の分子機機の  

可能性を示した。   する必要性を示した。   解明やその応用に粛する講演を行なっ た。   

－5－   



特  
年度  

原著論文  
（件）  

研究課窟名  研究事業   研究者代表者氏 名  専門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床麿観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開  和  
始   文   

得   

我が国におけるHⅣ／HCV、HlV／HBV重  
複感染の疫学と病態について明らかに  

主にアジアに蔓延す  地球規模保  アジアを中心とするB型肝炎、C型肝炎  我が国とアジア諸軌こおけるHtV感染症  

るウイルス性肝疾患  健課憺推進  におけるウイルス遺伝子型、変異と病態  とB型肝炎ウイルス、C型肝炎ウイルスと  

の制御に賀する為の  
日米合作的肝炎ウイ   医学協力研   との関性、またウイルス肝炎における マイクロ個困Aとの朋適性が明らかにされ  の王複感染症の実態が明らかになり、 現状を改善するためにとるべき方策の   
ルス基礎研究  究）  た。   

が広がっておりこれは非掛こ大きな医   方向性が明ちかにされた   対策のポイントが日米両国において確   
療問粗かつ社会間惣となっている。アジ  認された。   
ア（インドネシア、／くンケラデシュ）におけ  

るウイルス肝炎の実燈が洪重された。  

日米医学協力計圃で培った共同研究基 こ 
盤を柑、さらにアジアの研究者との協  
沸を推進し、HⅣ／〟DS制圧の為の研究  

我が国のHJV／〟DS及びウイルス性肝炎  
地球規模保  がなされた。ワクチン。新規薬湘開発に 有用な基礎的知見が得られた。また、今  

HtV感染症における  後問態となるHlV合併ウイルス性肝炎に  
は、葉書を端lこ発していることもあり、国  
の1点課題とすべきことがらである。日  

氷医学協力計圃を通じた米国との共同  9  44      44    0  0  0   

免疫応答の解析とそ の臨床応用に関する 研究  21  21   健課燥推進 研究（国際 医学協力研  研究をもとに、これらに感染した患者に  
究）   で、問凝を共同研の 檎裟がなされた。今後も、日米医学協力  よりより治療を捷供し、予後を改善させ  

計画を附こした活発な技術・人材交流 の継親・発展が、エイズを含めた感染症  ることが期待できた。   

制圧のために必須であることが再認識  
された。   

ている。   

今年度最大の間糎であった新型インフ  
急性呼吸器感染症、特に新型インフル  新型インフルエンザの知見は、21年11  

エンザの疫学・臨床像・親附こついて蛛  

急性呼吸巻感染症の   地球規模保   示された。これらの病態解析および動物 実験モデルから得られた研究成果は、   

帆する研究  21  21    森島 悦雄  鳥インフルエンザの分子疫学や季節性  用であった。果として国の新型イ ンフルエンザによる致命率は世男側に  
究）  

見てきわめて低いものであった。また、 細菌学的には近年増加傾向にある百日 咳産の分子疫学を明らかにした。正妻な  
られた。  課憧であるインフルエンザ菌の耐性機  た。   

序についても重要な知見を得た。   

平成21年12月24日間催にされた駕5回  
終末期に関する各檀用語（終末期・延 命 

・書厳・00し・緩和医療・医療的無益 等）に対する医師の知詳不足の間窟は  

r三先明の不備」として終末期の患者やそ の家族に及んでいる。説明不足が招く  
終末期の生活者の生   

明の不備」を根底から改善するため、終  
不完全な自己決定は、機能しない支裸   

捷マニュアル策定に  
関する研究  

21  21  厚生労働科  川島孝一郎  

教育にも、本ガイドラインとその解説編 はきわめて有効なツールといえる。また  
解説編では、各檀用語の任用の相＃と  

なる構成概念を解説し．1CF（国際生活 機能分類）の理念とともに生き方支援を 明示している。   る。   
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特  

年産  
原著論文  

（件）  

研究課僧名  研究事業   研究者代表者氏  名  書門的・学術的観点からの成康   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的横点からの成果   その他のインパクト  出  

聞l終  
姶了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   騎 取  

待   

重症救急傷病者の救命においては医師  
による傷病者発生現場からの適切な診  現在、隠病者の搬送は消防の救急葉蘭  
断と治療が王事である。これを病院前赦 護体制において実行しているのがドク  

ドクターヘリ、ドクター  
タ 

カーの実態を踏まえ た搬送受入基準ガイ  
0  0  0  0  0  0  0  0  0   

ドラインに関する研究   搬送が行われ．また救急隊員に出動基  
病院間連娩lこおいては、ドクターヘリ、ド クターカーの活躍が期待されている。こ  
のときにドクターヘリ、ドクターカーの出  ルコントロール体制の充実にも鼠がり、  
動基準ガイドラインを作成することは誠  共に救命率の向上に役立つ。   
に的を得た研究成果と言える。   

21年の総務省消防庁と厚生労働省の  

救急点者の受入阻難事案が社会的な 矧掛こなっているが、原因は救急医療 機関側だけでなく多様である。21年の総  
生状況と大きな差異は認められなかっ  

務省消防庁と厚生労働省の実態調僅か ら送と後の予等に関する  
救急患者の搬送・受  搬実態搬送後 調査結果から以下の結論を得た 

。①王   

制の評価に関する研  
特になし   特になし   0  0  3  0  3  0  0  0  0   

究   入実態と救急医療体    2†  21  昨生労働科 学特別研究  横田 裕行        症でも照会回数が少なくなる傾向は横 測されなかった。②搬送時間の決定要 因は、照会回勤の増加は賞知から収容  
までの時間であった。特に、現着から現  
覚までの時阻こ対する影響が明確であ  
る。③現着から現発までの時間が長くな ると転帰は悪化した 

。  の♯中化があったふ   

平成ヱ1年4月にまとめられた「菜箸再発  

本研究においては、現在は一部の医療  
平成21年4月にまとめられた「薬害再発  

縫関に限られている菜刑師の先進的な  防止のための医薬品行政等の見直しに  

活動を広く全国に普及させ、棟斗化する  
ついて（第一次提言）」において指摘され  

チーム匿軌二おける  こと、並びにそのような活動を担う薬剤  
たように，今後医某晶および薬物療法の  

薬剤師による副作用  安全性確保の上で、親臨・間島を問わ  

の早期発見及び発生 防止に関する諷査研  
様に、先進的な活動の状況とその施設  

重要なものとなることは想偉に難くない。  
究   の状況を関連づけ解析を行い対策を定  本研究により、今後菓奔1師がチーム医  

める研究はほとんど無く、本研究により  
療に貢卸するために必要な対策の方針  

得られた成果は非常に重要である。  
が明らかとなったことは極めて重要と考  

に社結するものと言える。   
えられる。   

HTLV－1母子感染力句ヶ月以上の母乳哺  
青で1了．7％と高率となること、症例数lま  
十分ではないが、3ケ月以内の母乳哺青  
や凍結母乳により母子感染畢を約3％ まで減少させることを明らかにした 

。また  
一次抗体スクリーニングで0．05－0，59％ のが生じため 

偽陽性る、ウエスタンブ  
染予防に射する研究   HTしV－Ⅰの母子惑   21  21  厚生労働科 宇特別研究  斎藤滋         ロット法による確認試験が必要であるこ  入れている。手た報告書を全国の分娩 施設、総合病院の小野軋保世所、都  

とが判明した。さらに確認試験を行なっ  

め、これらの症例に対するPCR法をも含  ても15－20％前後が判定保留となるた   

めたスクリーニング法ならびに哺乳法の  

選択を捷示するフローーチャートを作成し た。   
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特  
年度  

原著論文  
（件）  

研究課惣名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開終  
始丁  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   廠 取  

待   

平成21年座に先生した新型インフルエ  

新型インフルエンザA  
ンザA〈HINl）への公衆衛生対応の状  
況について、保健所、都道府県等の本  

分担研究の一環として、「市町村新型イ  

（HINl）への公衆衛生 対応に関する評価及  

掲載された。また、新型インフルエンザ  

等学校等への数量的調査を行うととも  き試案I」を作成した。   
ンフルエンザ対策行動計画策定の手引  

び捷言に関する研究   に、対応した関係者等への責的諷査を  
究の成長が総告、活用されている。   

行い、その状況や課鰭を明らかにした   

臓署移植法の一部改正に伴い、新た  

に法的脳死判定及び臓嘉捷供が可能と なった15才未満の小児における「法的 脳死判定基鵡」及び「l遍死下農署捷供  

小児の脳死判定及び  
0  0  0  0  0  0  0  0  0   農碁捷快等に関する 調査研究  21  21  厚生労働科 苧特別研究  ■井英明      施設要件」を策定し、「厳暑提供者から 被虐待児を除外する手順、方法」を示し た 

。更に法的脳死判定の際、補完検 しいらの「血  に本研究班の成果が提出され、それを  
主とて用れる可能性ある瞳 のらかにした もとに法論が行われる予定である。   
流検査」測定精度を明。   

健診受診時と翌年の健診受診時のリス  特定保健指導の効果の評価法に蘭し  

特定保健指導の貰の  
確保・維持t向上のた  

ク要臼の変化によって、保健指導の効 果を定量的に評価するための方法論を 整理した 
めの支援方法の猿型 化及び評価手法に関  

する研究   異に影響を及ぼすいくつかの事由を明 らかにした。この分析法は、今後の保健  
指ヰの質の向上のための評価に役立  保険者等が保健相ヰの評価を行う際に  

つと期待される。   
役立つと期挿される。   り上げられた）。   

将来の厚生相学研究のあリカを見据え  
た先駆的な試みである「戦略研究」の新  本研究により得られた成果に基づいて、  

たなテーマを創出するとともに、研究支  
「子どもの健やかな成長を支えるための がれ 

緩のあり方を検討することによって、厚  厳略研究」捷茶さ、篤58回厚生科 早春王鶴会科学技術都会（平成22年3月  
生労働科学研究における戯時研究の－  
層の推進が図られることとなり、ひいて  特になし  25日開催）にて承諾の上、平成22年4月 に、戦略研究のための「フィージビリ  

と運営に関する研究   次期戦略研究の課怯   21  21  厚生労働科 学特別研究  黒川 許        は、行政的課聴として優先帳位の高い  テイ・スタディ」として以下の2つの課題の  

疾患・腱康陣書を標的とした予防・治療  
介入及び診療の質改善のための介入な  公募に至った。この公募のための各檀 書類（公募要項 

どの有効性が検証され、保健・医療施策  
、プロトコール骨子、申  

の立案に賀する科学的な臨床エビテン  請書）やプログラムについては、本研究  

スの創出に資する。   
の成果が活用された。   

「ハイリスク者への情報捷供」では、ハイ   
リスク者として什報を受け取る側が中心  「ハイリスク者への†青線捷供」研究グ  
となってパンフレットが作成され、これに  「自治体からの情報共有と提供」研究グ  本研究班では、「自治体からの件報共   ループが作成した「ぜんそくなどの呼吸  本研究班の報告書が作成された直後か   
よってハイリスク群に該当する人たちに  ループおよぴ「医療現場の医師の新型  有と提供」研究グループの成果として、  萎疾患のある人へ」、「地尿病または血  ら棟数のメディアからの取材があり、「自  

21年度策一四半期の  
おける適切な予防行動の定着に寄与で  インフルエンザの認知と実態杷堰」研究  （感染症危機管理発生時における報道  糖価が高い人へ」、「がんで治療中の人  治体からの情報共有と提供」研究グ  

新型インフルエンザ  きたものと考えられる。「自治体からの  グループにより，行政機関から医療椴醐  対応ガイドライン）を作成した。本ガイド  へ」、r妊娠中の人や授乳中の人へ」の4  ループの報告内容をもとに、2010年5月  

情報提供のあり方に   
対策実施を踏まえた   21  21  厚生労働科  安井 良則               0  0  0  0  0  0  0  0  0                                                    情報共有と捷供」では、行政機関のリス  への什報伝達の課麺について明らかと  ラインは特に公衆衛生機関が感染症危  檀類のパンフレットは、21年12月までに  25日何の毎日新聞記事（新型インフル     竿特別研究   クコミュニケーションの課馳について検  し、今後改善していくべき点についても  機先生時にどのようにマスコミに対応す  全て厚生労働省のホームページに掲載  エンザ：「自治体と情報一元化」厚労省  
関する研究  

征し 改善すべきポイントについて示し  示した。これによって、新型インフルエン  ベきかを明らかにしたものであり。今後  され、多数のアクセスがあった。また、そ  研究班、昨年の混乱巡り提言》や2010  

た。今後国と自治体との連携がとれた  ザに関する正しい理解を得た医療往事  広く全国の公衆衛生機島即こ活用され、  れぞれの各患者団体関係者により、情  年5月28日付読売斬鮒〈厚労省と自治体  
情報発信機糀の向上や、類似の感染症  春による診療体制の充実に繋がっていく  感染症危機管理に寄与すべきものとし  報誌、ホームページ、講演会等を通じて  「連携が不十分」・・・新型インフルで稔告  
の発生時において公衆衛生対策上適切  て、発信していく予定である。   情報を届けたい人に向かっての広報が  
な行動のとれる国民が増加することに  行われた。   
繋がっていくことが期待される。   
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特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究課僧名  研究事業    研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開l終  
名  和  

始了  文   
得   

新型インフルエンザ  
（インフルエンザ  

今回の新型インフルエンザ（ハ■ンデミック  本研究課矧こおいては、新型インフル工 ン応にけ「応「  

A／HIN18Wり先生  （州Nl）2川こおける国立感染症研究所、  

地方衛生研究所、検疫所、国立保健医  
ザ対おる検査対」感染者 調査」を中心に検討を行ったが、これら  

への検査、調査につ  療科学院の対応について検証・総括す   

休検査や感染者調査  
に関する今後の国と  いての準備及び初期 対応の総括と、病原  

礁、対応時のコミュニケーションが円滑  
し、報告することは，今後の対応の改善 と関係者間の認識や情報の共有におい  

地方との連携強化及  な対応には王賽であり、今後ともさらに  
ては非常に重要であると考えられる 

び対応能力強化に関  
改善すべき課越の一つと考えられた。   る。   

。   

する緊急研究   

今回流行した新型インフルエンザ  
新型インフルエンザ  新型インフルエンザ仏／HINl）の流行時  

に実施された検疫対策について検討し、  策3匝】新型インフルエンザ（A／HINl）  

対策における検疫の 効果的・効率的な臭  
対策総括会議（2010年4月28日）の資料  Q  0  2  0  6  0  D  0  0   

姐こ関する研究   る検疫の効果的■効率的な実施に資す  として参考にされた。   
るための捷言を行った。  は非常に困難であったことが示唆され  

た。   

検察官通報に関する研究では、1056例  
医療観察法入院前に精神保健偏祉法  

の通報例が得られ、前回2∝）1年康の調  
入碗となった事例では、検察から入院し 
た事例ではその後の対応も比較的円滑  

査結果と比較した。その結果、今回、総 数や女性の比率がやや増加し、診察未  で、医療観察法を視野に置いた運用が  

実施が増えていた。措置診察の結果、 蔓措モ糾0例であった。診断は、  
なされているようであったが、誓察から  

医療観察浅頭入後に  正接入院した事例では精神保健福祉法  
による入院期間が有意に延長していた 

者への対応に関する  おける触法精神障書  研究  21  2†  厚生労働科 学特別研究  吉住 昭        Fl：10．5％、F2：66．3％などで、F8の発達 障暑が増加していた。措置入院期Ⅶは  。 このことから、現場警察官へ医療観察法  0  0  0  0  0  0  0  0  0   

98．7±95．8日でその期間は短縮してい  の存在を伝えることの重要さが指摘でき  
た。据置入院の運用についてはマクロ  る。また措亘入院制度全般で見れば、  
の分析はあるが、このような辞細な事例  策四条および第26条による通稲件数な  

ごとの分析はなく、学術的観点からも成  
どは苦しく増加しており、通報制度の運  

案が得られた。   
用が変化していると考えられた。今後さ  
らにその重囲を分析する必要がある   

予防接種による副反応のモニタリングシ  
ステムは各国独自のシステムが存在す  
る。今回の新型インフルエンザの予価  
樺檀に対して、各国は．既存のモニタリ  
ングシステムなどを駆使しながら、独自  

冨u反応モニタリング  
の対応を行ったが、国内では、初めて棲 積善側から国へ直接有書事象が報告さ  

体制の検討に関する 研究  21  21  庫生労働料 芋特別研究  加藤達夫         れるシステムが行われた。予防接檀後 副反応のモニタリングシステムは 、濱外 にい 
国おて異なる。報告される有害事象 ワンの  
とクチと因果関係を直接的に判  
l折するのは困難であるが、包括的にモ  

ニダノングするシステムを、今後、確立  
するための参考となる。   
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特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究課矩名  研究事業 名  研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開t終  和  
始了  文   

待   

医療計画の9分野と精神医療の関係に  
ついて分析し、国民の心身の健康を網  

新しい精神科地域医  羅する葛十圃に刷新するための問鳩点を 理した 
療体制とその評価の  
あり方に関する予備  

画の改定時に影響を与えるものと考えら  0  0  0  0  0  0  ○  0  0   
者やがんや心臓病、l置卒中などの生活 習慣病の合併症がある愚者を受け入れ  

的研究   る薪院が不足していることが関係者から  れる。   

指摘されている。これらの課旭を陥決す  
るための浅点を整理することができた。   

新型インフルエンザの進行や重症化に  
ついての報告は多数なされているところ  

小児の雌息患児にお  である。更に、重症化が喘息患者ノJ、児 い  本年度のみならず来年度以謄のインフ  
ける新型インフルエン  
ザの1症化機序分析   21  21  厚生労働科  
のための全国調査及  宇特別研究  近藤 正美     に多ことも報告されてきたが王症化の 病態、喘息における1症化の機序等は 全く不明である。本研究は、この特に小 児の咄息における重症化の機序を解明   
び対応ガイドラインに  本年度のみならず来年度以時のインフ ルエンザの流行への対応にもつながる   

湘する研究  面からもたらすことが可能である。  不にしての し、発刊した。3．NHK等で報道された。   
し、さらに対応マニュアルを作成し発刊 したことにより、小児喘息患者が新型イ  
ンフルエンザに屠患したヰ合の王症化  
予防、王篤化の限止に大きく貢赦した。  

医療人的資源管理の同性は、単純に医  
医療人的資源の国際比1射＝関して、単   師や書孟蔓師の定員決定の問題だけでな  チーム医療や特定者凛師などの議論の  現在は．医師数看護師数、その他の   
純な放生的比較では、政策的・臨床的  く、医療従事者の役割や活動内容が王  進展と同時に、医師業務、看護業務の  定■に関しては、十分な根拠に基づい  
原意を得られず、各医療従事者の役割  垂であることを指摘した。医療従事者の  一部安貞針こ関する議論が進展してい  て呈出されていない部分がある。本研究  

国際比較を通じた医   
本研究に関連して、医療ITによって収集   

動や貫・安全性などの評価と合わせて  こ強く関係しており、実際に臨床現場の  インの策定において、基礎的な考察部  おいても、最低基準の策定や定A数の  されるデータの利活用に関する国際シン   

の最適化に関する研  
21  21  厚生労働科  秋山 畠範             7  ■  31  9  31  9  0  0  0  

究  
療情報システムにより収■される人事  性を指摘した。医療汀を用いた人的資源  際の臨床現場での人的資源管理をさら  ンチマーキング等によって、改善可能性  しながら効果的に利活用する重要性に  
関連データ、医療行為のデータを分紡  管理は政策決定・臨床の両面で有効で  に効果的なものにするためにも、イギリ  があることを示している。また、国際比較  関して、国際的に音見交換を行った。  
することで、より正確なデータに基づい  あり、アメリカ、イギリスなどで進んでい  スのNHSで提案しているようなベストプ  データの検証を通じて、人的資源が相対  
た医療人的資源管理の最適化の可能  る人的貴腐管理手法と美データを組み  ラクティスの提供が重要であることも指  的に不足していると考えられる診療科も  
性を示した。   合わせることで、根拠に基づいた人的責  明らかになった。   

涙管理を行う必要があることを示した、   

角陸上皮について、皮膚線維芽細胞は  
3丁訴田地と同等のフィーダー効果がある  日本工業株講演査会により、2010年2月  
ことを示した。角膜美質の主成分である  角膜上皮再生に関して、先進医療の申   25日、「角膜上皮疾患治療用堵運上皮   本革真のテーマである角膜再生が注月   
コラーゲンを用いた移植片の開発を行  漬を行った。さらに、鴎床プロトコールの  細胞シートの試験方法」がT8Chnic8l  され、新聞で13件報道された。特許に  

角膜全層の再生医療   本事業によって得られた角膜内皮絹地 についての知見について、次世代医療 機器王手臆指標策定事業が作成した「角  
床応用に関する研究  、よび鴎  19  21  再生医療実  西田 幸ニ                 0  24  15  0  6D  12  8  0  0  

方法を見出した。眼租＃中から神経堤  までよりも高いレベルで行う準備完了  
フィード／〈ックを行った。   ヰ法に閲して1報、移他用キャリアにつ  

出した。成果は学術論文および学会に  いて測定する方法などを取りまとめたも  いて1報の出願を行った。   

て発表し、国内外から大きな反響があっ  のである。  
た。   
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特  
年度  原著論文  

（件）  

研究課髄名  名   名   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開終  
願  

始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際    取  
得   

我が国には脱細胞化組織を用いた医療  
欧米で開発が進んでいる脱細胞化繊繊  デ′くイスは存在していない。一方，組撥  

について、我が国独自技術開発とその  

脱細胞化生体組凱こ  有効性を示すことができた。高機能な足  

よる再生医療技術の 臨床応用  19  21  再生医療実 用化研究  岸田 島夫     壌材料としての応用が期待され、他の 技術（幹細胞や細胞シート）との組み合  わせにより再生医療の発展に寄与でき  
ると期待される。   管パッチなど実用的な応用への道が柘  

けた。   基盤として意見を述べた。  に、PMDA審査等の基盤的知見として役  
立つことが考えられる。   

従来法ではタンパク賞の檀矧こ依存し  
て導入効率や活性が大きく異なることが  本知見は、任意の転写因子タンパク質  膜透過ドメインを付加した転写因子によ る転写活性化の報告は 

、これまで国内 外において多くあるのだが、どのシステ  
胞陸送過ドメインが切断されるしくみを  を示す。これを用いて目的細胞が誘導  れつつある。今後は効率の良い分化誘  た融合タンパク質を解析するケースが多  

安全に移檀できる細  い。付加したタグの影響については問わ  
ムも任意の転写田子タン／くク真をその 活性化状態を保持したまま導入すること はできていない 

地を誘ヰするための タンパク質導入法の  
開発   メインが正常な転写活性の発揮を阻害 しており，細胞内におけるタグの切断に よって転写活性が回復することを明らか  

にできた。今後は論文を発表するなど成  
案普及に努め、多くの研究者にこの方  

インを切断することにより、転写因子活  式が採用されるようにする。   き、医療費の抑制につながる。   基盤技術を開発し、特許を出願した。   
性が回復することがわかった。   

本研究の培養角膜内皮シート移植法は  
ドナー角陳を必要としないため、本邦に  
おけるドナー不足を解消できる。また大  
王培養をすることにより定時の手術が  

培養絹地または幹細  可能となる。角膜移牡は高額医療であ  

胞を用いた再生ヒト角 振内皮移檎の実用化  20  21  再生医療実 用化研究  三村達哉       るが、本法により患者の負担が軽威さ れ、医療費の軽泌こ結びつく。愚者の健  特記すべきことなし。   特記すべきことなし。   D  35  0  D  33  3  3  0  0   

祭服の片眼から自己の幹細胞を選択的  
に採取して、羅患順に移絶する方法は、  
移欄後の郷地増姐こよる細胞供給源と  
しての利点と、拒絶反応を起こしにくいと  
いう利点がある。   

本研究の最も大きな特色は、心臓の臓  
紘的補助をする弾性組織の産生を促進  わが国の心不全による年間死亡数は約  
する因子と、心筋再生を誘導する因子  心移植でしか紋命できない蟄症心不全  
を固定、徐放するようなマトリックスを移   

心筋組織再生を物理   助人工心 

る新規再生治療用デ  20  21  再生医療実  斎藤充弘  
バイスの開発  現する、細胞移植や細胞培養など必要 とせす、自己体内で自己組織修復能に より心筋を再生するデ′〈イスの開発は、  

るデ′くイスの開発は、末期重症心不全  心全におけしい  
治療における新しい方向性を見出すこと  末期重症不治療る新方  
が可能となる。   と思われる。   

向性を見出すことが可能となる。   
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特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究課鵜名  研究事業   研究者代表者氏    専門的・学術的観点からの成案   名  名  
臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開l填  和  
姶了  文   

得   

本研究で堵、薬物誘発性肝障害（DIU）  
を発症した愚者の検体を経緯的に回収  
して血中濃度測定やメタボローム解析を  
実施した結果、DIUの発症から回凱こ至  

副菜基盤欄  る生体内変化を正確に捉えることが可  
薬物壬未発性肝樟青息   進研究（ヒト   能となり、DIUの発症メカニズムに迫る   

19  21     鈴木洋史  
ん。   ん。   

0  0  0  0  9  2  4  0  0   

症機構研究  うーメード研  こ。 一都の薬軌こついてメカニズムが枠組  
究）  に解析された例はあるが、幅広い薬物  

において、臨床データも含めある程度－  
般的なメカニズムが働いていることを示  
した点で、本研究は学術的観点からも  
特♯すべき成果を上げたと言える。   

平成22年1月23日までに延べ1、315例を  
収集し，その中で子宮頚部点平上皮癌  HPV16型はHStL群や子苫猥癌を推定す  

るSCC群で最も多く認められる型（29？ヱ9  

副菜基盤推  
209例を収♯し．子苫顎癌になりやすい か否かを決定するSNPのスクリーニング  ％）であるが．HPV52型（11？15％）や58型  

ヒトパピローマウイル  進研究（ヒト  を行った。現在．GWAS（g8nOmOWld8  （11≠）も多い。HSIし群とSCC群をあわせ  

ス特級感染制御に関 ゲノムから  ると，HPV52型と58型に感染している割 28‰にの 
8SSOGiatj帥Sh－dy）は進行中であるが． まだ確定できるSNPの決定までには  合はぽり．今後の日本におけ  

42  0  0  112  23  0  0  0   
する医学  
のアプローチ   ラーメード研  

究）   至っていない。しかし．一つ一つのSNP  
る子富汲癒ワクチンの効果については．  

について順次遺伝子型を確定させていく  16型，18型のみならず．52型・58型にも  
ことによって，子宮頸癌になりやすい体  注音をはらった前伺きのコホート研究が  
貫が明らかになると期待される。   必要である。   

年後でわずかに181である。   

嶺尿病ではインスリン作用不足により、  2聖地尿病の予防と治，射こ体脂肪の減  

肝の糖取込み低下と糖放出が生じ血糖  
耐袖能異常の健診スクリーニングの多く  

価が上昇する。ぼ鳥ゲノムシーズの探  
は、空は時血糖値またはHbAIcの測定  

創案基盤推   束により、インスリン分泌を介さず、肝糠   
が基本である。しかし、いわゆる「かくれ  

体脂肪減少因子を用   進研究（ヒト  取込みを促進させて血糖を低下させる  理想的であり、血糖降下作用がインスリ  
糖尿病」を検出するためには不十分であ  

19  21    武田 純  
り 全てに糖負荷！式験を実施することは  蓄積と耐増穂異常の改善を同時に目指   

頑  ラーメード研  とに、同時に体脂助は分解され、放出さ  しいメカニズムが珠示される可能性があ  
l  21  29  l  22  4  0  0  0  

究）  れた遊舶旨肋酸は肝の脂質蓋積に移  
血糖檀やHbAIGに加えて新たな早期検  療が困難な高齢化社会では老人の生活  

行することが観察された。従って、32kD色  
出マーカーとなる可能性があり、保健行   

分子の舷析は新しい糖脂質代謝機繍を  
政の健診事業において効率化が望め  

明らかにする可能性がある。   カーになる可能性も期待される。  る。   ツールヘの応用について特許申！書を狸  

傭している。   

3年間にわたり、班■が協力しながら  
様々な観点から新規エイズ治療薬の開  
発研究を進めた。本研究は、無細胞タン  
′モク質合成系やプロテオームの技術を  
駆使して．HlV－1複製や細胞陣書性に  
関与する宿主国子を網羅的tこ明らかに  

することにより、それらを標的にした全く しいエイズの指した  
宿主細胞の紬胞内免 疫機柑こ基づく新規 エイズ治療薬の開発  19  21  創菜基盤推 進研究（政 策創業総合  

該当なし   塵当なし   該当なし   0  35  3  4  33  21    0  0   

研究）   研究を行ったものである。本アプローチ  
は点先叫でしかもユニークなものであ  
り、得られた研究成果は．とくに新たな  
作用擁序をもつ，耐性を起こしにくい、  
杭HⅣ其の開発に資することが期挿され  
ている。   

一12－   




